
2019/08/26 11:38:47 / 19546907_デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社_招集通知（Ｃ）

第18回  定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知

開催日時 2019年９月26日(木曜日) 午前10時
受付開始：午前９時30分

開催場所 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号
鉄鋼会館　８階　801会議室
(末尾の会場ご案内図をご参照ください｡)

議　　案 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役10名選任の件
第３号議案　補欠監査役１名選任の件

デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社
証券コード：3916

表紙
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代表取締役会長
市 川　憲 和

代表取締役社長
市 川　聡

株主の皆さまには、平素から格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
本年７月１日をもちまして、会長、社長体制の２年目を迎えました。これまで培ってきた経営理念や企業理念を大切にし

つつ、成長のための変化を恐れない経営を継続し、株主の皆さまの信頼に叶うＤＩＴブランドの構築に向け、一体となって
経営に邁進する所存であります。株主の皆さまにおかれましては、引き続き変わらぬご支援を賜りますようお願い申しあげ
ます。

さて、第18回定時株主総会を９月26日木曜日に開催いたしますので、ここに招集ご通知をお届けいたします。
また、第18期の概況と今後の取り組みについて、ご報告申しあげますので、ご高覧ください。

2019年９月
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株 主 各 位 証券コード 3916
2019年９月６日

東京都中央区八丁堀四丁目５番４号

デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社
代表取締役社長 市川 聡

第18回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第18回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申
しあげます。

　なお、「議決権行使方法のご案内」（４頁）のとおり、いずれかの方法により議決権を行使す
ることができますので、後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいま
すようお願い申しあげます。

敬　具
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記
1 日　　時 2019年９月26日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）

2 場　　所 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号　鉄鋼会館　８階　801会議室
(末尾の会場ご案内図をご参照ください｡)

3 目的事項 報告事項 1．第18期（2018年７月１日から2019年６月30日まで）事業報告、連結計算書類並び
に会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2．第18期（2018年７月１日から2019年６月30日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役10名選任の件
第３号議案　補欠監査役１名選任の件

4 イ ン タ ー ネ ッ ト
開示に関する事項

本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、次の事項につきましては、法令及び定款第
14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本
招集ご通知の提供書面には記載しておりません。したがって、本招集ご通知の提供書面
は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした書類の一部でありま
す。
1．連結株主資本等変動計算書
2．連結計算書類の連結注記表
3．株主資本等変動計算書
4．計算書類の個別注記表
当社ウェブサイト（http://www.ditgroup.jp/）　　　　　　　　　　　　　　 以　上

◦ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。ま
た、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

 

◦ なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、当社ウェブサイト
（http://www.ditgroup.jp/）に掲載させていただきます。
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議決権行使方法のご案内

株主総会における議決権の行使方法は、以下の方法がございます。
株主総会参考書類をご参照のうえ、ご行使いただきますようお願い申しあげます。

行使期限後に到着する議決権行使書が多数あります。
郵送の場合は、お早めにご投函ください。

同封の議決権行使書用紙
をご持参いただき、会場受付
にご提出ください。
また、議事資料として本招集
ご通知をご持参くださいま
すようお願いいたします。

株主総会開催日時

2019年9月26日（木）
午前10時

株主総会に
当日ご出席いただける方

株主総会に
当日ご出席いただけない方
同封の議決権行使書用紙
に各議案に対する賛否をご
記入いただき、以下のように
切り取ってご返送ください。

第18回  定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知

開催日時 2019年９月26日 木曜日  午前10時
受付開始：午前９時30分

開催場所 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号
鉄鋼会館　８階　801会議室
末尾の会場ご案内図をご参照ください｡

議　　案 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役10名選任の件
第３号議案　補欠監査役１名選任の件

デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社
証券コード：3916

９ 26
2019

ご注意

郵送

行使期限

2019年9月25日（水）
午後5時45分到着分まで

こちらを切り取って
ご返送ください。

９ 26
2019

９ 262019
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株主総会参考書類

第1号議案 剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の経営環境等を勘案し、以下のとおりといたしたいと存じ
ます。

配当財産の種類 金銭

株主に対する配当財産の割当て
に関する事項及びその総額

当社普通株式1株につき金 9円
配当総額  138,251,052円

剰余金の配当が効力を生じる日 2019年９月27日

(注)2018年12月31日を基準日としてお支払いしました中間配当金（１株につき7円）と、期末配当を合わせた当期
の年間配当金額は１株当たり16円となります。

5

剰余金処分議案
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第2号議案 取締役10名選任の件
取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
本総会終結の時をもって、取締役竹内誠氏は退任されますが、経営体制の強化のため２名増員し、取締役10

名の選任（８名再任、２名新任）をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 現在の地位 担当及び重要な兼職の状況 属　性

1  い ち  

市
 か わ  

川
 

 
 

　
 の り  

憲
 か ず  

和 代表取締役会長 ＤＩＴマーケティングサービス株式会社取締役会長 再 任

2  い ち  

市
 か わ  

川
 

 
 

　
 

　
さとし

聡 代表取締役社長 ― 再 任

3  い の  

井
 う え  

上
 

 
 

　
 こ う  

幸
 い ち  

一 取締役副社長 ― 再 任

4  し ん  

新
 ぼ り  

堀
 

 
 

　
 あ き  

昭
 ひ ろ  

弘 取締役 執行役員デジタルトランスフォーメーション本部長 再 任

5  も ち  

望
 づ き  

月
 

 
 

　
 

　
 け ん  

研 取締役 執行役員経営企画本部長兼経営企画本部営業統括部長 再 任

6  は し  

橋
 も と  

本
 

 
 

　
 た つ  

達
や

也 取締役 執行役員経営企画本部副本部長 再 任

7  む ら  

村
 や ま  

山
 

 
 け ん  

憲
 い ち  

一
 ろ う  

郎 取締役 ＤＩＴマーケティングサービス株式会社代表取締役社長 再 任

8  く ま  

熊
 さ か  

坂
 

 
 

　
 か つ  

勝
み

美 ― ― 新 任 社 外 独 立

9  に し  

西
い

井
 

 
 

　
 ま さ  

正
 あ き  

昭 社外取締役 ― 再 任 社 外 独 立

10  き た  

北
の

之
 ぼ う  

防
 

 
 と し  

敏
 ひ ろ  

弘 ― ― 新 任 社 外 独 立

6

取締役選任議案
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候補者番号 1

　い　ち　

市
 

 
　か　わ　

川
 

　
　の　り　

憲
 

 
　か　ず　

和
再 任

生年月日
1940年１月２日
所有する当社の株式数
2,569,320株

略歴、当社における地位及び担当
1996年 ２ 月 東洋インフォネット株式会社（現ＤＩＴマーケティングサービス株式会社）設

立
同社代表取締役社長

1996年 ４ 月 東洋コンピュータシステム株式会社代表取締役社長
1996年 ６ 月 東洋テクノ株式会社代表取締役社長
1997年 ５ 月 日本オートマトン株式会社代表取締役社長
1998年 ８ 月 東洋ユースウエアサービス株式会社設立　同社代表取締役社長
2002年 １ 月 東洋アイティーホールディングス株式会社設立　同社代表取締役社長
2002年 ９ 月 東洋テクノ株式会社代表取締役会長
2003年 ９ 月 東洋コンピュータシステム株式会社、日本オートマトン株式会社、東洋ユース

ウエアサービス株式会社　各社代表取締役会長
2006年 １ 月 東洋コンピュータシステム株式会社、東洋テクノ株式会社、日本オートマトン

株式会社、東洋ユースウエアサービス株式会社　各社を東洋アイティーホール
ディングス株式会社に吸収合併。社名をデジタル・インフォメーション・テク
ノロジー株式会社に変更。当社代表取締役社長

2006年 ９ 月 東洋インフォネット株式会社（現ＤＩＴマーケティングサービス株式会社）　
取締役会長（現任）

2009年 ７ 月 当社代表取締役社長兼営業統括本部長
2010年 ７ 月 当社代表取締役社長兼事業本部長
2011年 ７ 月 当社代表取締役社長
2013年12月 ＮＩインベストメント株式会社設立　同社代表取締役（現任）
2018年 7 月 当社代表取締役会長（現任）

重要な兼職の状況
ＤＩＴマーケティングサービス株式会社取締役会長

取締役候補者とした理由
市川憲和氏は1996年以来、前身会社を含めて当社の代表取締役社長を歴任し、豊富な経営
経験と実績を有し、当社の今日を築き上げました。当社経営にとって、その経験、見識、実
行力が今後も必要不可欠なため推薦いたします。

7

取締役選任議案
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候補者番号 2

　い　ち　

市
 

 
　か　わ　

川
 

　
さ と し

聡
再 任

生年月日
1972年４月14日
所有する当社の株式数
1,063,000株

略歴、当社における地位及び担当
2004年 ３ 月 東洋アイティーホールディングス株式会社入社
2007年 ７ 月 当社執行役員経営企画本部経営企画部長
2008年 ７ 月 当社執行役員経営企画部経営管理担当部長
2009年 ７ 月 当社執行役員経営企画本部経営企画担当部長
2010年 ７ 月 当社執行役員事業本部部長
2011年 ７ 月 当社執行役員経営企画本部長兼企画戦略室室長
2012年 ７ 月 当社執行役員経営企画部長兼商品企画開発部長
2012年 ９ 月 当社取締役執行役員経営企画部長兼商品企画開発部長
2013年 ７ 月 当社取締役執行役員社長室室長兼経理部・管理部・購買部担当取締役
2013年12月 ＮＩインベストメント株式会社取締役（現任）
2014年 ７ 月 当社常務取締役執行役員事業本部長兼事業本部エンベデッドソリューション

カンパニー社長
2015年 ７ 月 当社常務取締役執行役員事業本部長兼事業本部商品開発部長
2016年 ７ 月 当社代表取締役専務執行役員事業本部長兼事業本部商品開発部長
2017年 ７ 月 当社代表取締役専務執行役員テクノロジーソリューション本部長兼テクノロ

ジーソリューション本部ＩＴセキュリティ事業部長
2018年 7 月 当社代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由
市川聡氏は経営企画部長、エンベデッドソリューションカンパニー社長、事業本部長を経験
し、大きく業績を向上させた実績を有しております。当社経営にとって、その経験と見識が
今後も必要不可欠なため推薦いたします。

8
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候補者番号 3

　い　の　

井
 

 
　う　え　

上
 

　
　こ　う　

幸
 

 
　い　ち　

一
再 任

生年月日
1966年11月３日
所有する当社の株式数
30,140株

略歴、当社における地位及び担当
1996年 ４ 月 東洋コンピュータシステム株式会社入社
1996年 ８ 月 東洋テクノ株式会社取締役
1997年12月 東洋コンピュータシステム株式会社より東洋テクノ株式会社へ移籍
2000年 ７ 月 同社常務取締役
2004年 ９ 月 同社取締役
2006年 １ 月 当社取締役上席執行役員ｅビジネスサービスカンパニー社長兼営業部長
2008年 ７ 月 当社取締役上席執行役員常務経営推進本部長兼ｅビジネスサービスカンパニ

ー社長
2009年 ７ 月 当社取締役上席執行役員常務事業推進本部長
2010年 ７ 月 当社取締役執行役員常務経営推進本部長兼経営管理部長
2011年 ７ 月 当社取締役執行役員常務管理本部長兼事業本部ｅビジネスサービスカンパニ

ー社長
2012年 ７ 月 当社常務取締役執行役員ｅビジネスサービスカンパニー社長
2013年 ７ 月 当社常務取締役特命担当
2014年 ７ 月 当社取締役特命担当
2015年 ７ 月 当社常務取締役執行役員経営企画本部長兼経営企画本部経営企画部長
2016年 ７ 月 当社常務取締役執行役員社長室室長
2017年 ７ 月 当社常務取締役執行役員クライアントサービス本部長
2018年 7 月 当社取締役副社長（現任）

取締役候補者とした理由
井上幸一氏はｅビジネスサービスカンパニー社長や経営企画、営業等の豊富な業務経験と実
績を有し、その経験と見識が今後も当社経営に必要不可欠なため推薦いたします。

9

取締役選任議案
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候補者番号 4

　し　ん　

新
 

 
　ぼ　り　

堀
 

　
　あ　き　

昭
 

 
　ひ　ろ　

弘
再 任

生年月日
1964年２月３日
所有する当社の株式数
50,000株

略歴、当社における地位及び担当
1984年 ４ 月 東洋コンピュータシステム株式会社入社
1995年 ９ 月 同社取締役
1997年 ７ 月 同社常務取締役
2001年 １ 月 同社取締役
2003年 ９ 月 同社常務取締役
2006年 １ 月 当社上席執行役員常務ビジネスソリューションカンパニー企画本部長
2007年 ７ 月 当社上席執行役員管理本部長
2007年 ９ 月 当社取締役上席執行役員管理本部長
2010年 ７ 月 当社取締役執行役員事業本部ビジネスソリューションカンパニー社長
2011年 ７ 月 当社取締役執行役員事業本部ビジネスソリューションカンパニー社長兼営業

部長
2012年 ７ 月 当社取締役執行役員ビジネスソリューションカンパニー社長
2013年 ７ 月 当社取締役執行役員ビジネスソリューションカンパニー社長兼ｅビジネスサ

ービスカンパニー・サポートビジネスカンパニー・エンベデッドソリューショ
ンカンパニー・xoBlos事業部担当取締役

2014年 ７ 月 当社取締役執行役員事業本部ビジネスソリューションカンパニー社長兼ビジ
ネスソリューションカンパニーＩＴＳ第１事業部長

2014年 ９ 月 当社執行役員事業本部ビジネスソリューションカンパニー社長兼ビジネスソ
リューションカンパニーＩＴＳ第１事業部長

2015年 ７ 月 当社執行役員事業本部ビジネスソリューションカンパニー社長
2016年 ７ 月 当社執行役員事業本部ビジネスソリューションカンパニー社長兼ビジネスソ

リューションカンパニー営業部長
2017年 ７ 月 当社執行役員管理本部長兼管理本部パートナー推進部長
2017年 ９ 月 当社取締役執行役員管理本部長兼管理本部パートナー推進部長
2019年 ７ 月 当社取締役執行役員デジタルトランスフォーメーション本部長（現任）

取締役候補者とした理由
新堀昭弘氏は、当社の創業に近い時期から今日の成長に多方面で貢献してまいりました。一
時期取締役管理本部長を務めた後、当社の主要カンパニーであるビジネスソリューションカ
ンパニー社長を７年間務め、著しい成果を上げました。その経験と見識が今後も当社経営に
必要不可欠であるため推薦いたします。
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候補者番号 5

　も　ち　

望
 

 
　づ　き　

月
 

　
　け　ん　

研
再 任

生年月日
1967年４月14日
所有する当社の株式数
－株

略歴、当社における地位及び担当
1992年 ４ 月 株式会社ぬ利彦入社
2001年 ６ 月 株式会社クラフトエス入社
2008年 ８ 月 当社入社　ＩＴセキュリティ事業部営業部担当部長
2013年 ７ 月 当社執行役員営業統括部長
2014年 ７ 月 当社執行役員事業本部営業統括部長
2015年 ９ 月 当社取締役執行役員事業本部営業統括部長
2017年 ７ 月 当社取締役執行役員事業統括本部長兼事業統括本部営業統括部長
2018年 7 月 当社取締役執行役員経営企画本部長
2019年 ３ 月 当社取締役執行役員経営企画本部長兼経営企画本部ＩＲ・マーケティング部長
2019年 ７ 月 当社取締役執行役員経営企画本部長兼経営企画本部営業統括部長（現任）

取締役候補者とした理由
望月研氏はシステム開発営業の豊富な経験を有し、営業統括部長として業績向上に寄与して
おり、その経験と見識が今後も当社経営に必要不可欠なため推薦いたします。

11
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候補者番号 6

　は　し　

橋
 

 
　も　と　

本
 

　
　た　つ　

達
 

 
や

也
再 任

生年月日
1969年２月25日
所有する当社の株式数
90,180株

略歴、当社における地位及び担当
1998年 ４ 月 東洋テクノ株式会社入社
2000年 ７ 月 同社取締役
2006年 １ 月 当社上席執行役員ｅビジネスサービスカンパニー技術推進部長
2007年 ７ 月 当社執行役員ｅビジネスサービスカンパニーアプリケーションサービス部長
2009年 ７ 月 当社上席執行役員ｅビジネスサービスカンパニー社長兼アプリケーションサ

ービス部長
2011年 ７ 月 当社執行役員ｅビジネスサービスカンパニー金融サービス３部長
2013年 ７ 月 当社執行役員ｅビジネスサービスカンパニー社長兼営業部長
2014年 ７ 月 当社執行役員事業本部ｅビジネスサービスカンパニー社長兼営業部長
2014年 ９ 月 当社取締役執行役員事業本部ｅビジネスサービスカンパニー社長兼営業部長
2017年 ７ 月 当社取締役執行役員事業統括本部副本部長兼事業統括本部技術統括部長
2018年 7 月 当社取締役執行役員経営企画本部副本部長(現任)

取締役候補者とした理由
橋本達也氏はeビジネスサービスカンパニー社長としての業務実績を有し、且つ当社の技術
面の推進役を果たしており、その経験と見識が今後も当社経営に必要不可欠なため推薦いた
します。

12
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候補者番号 7

　む　ら　

村
　や　ま　

山
 

 
 

 
　け　ん　

憲
　い　ち　

一
　ろ　う　

郎
再 任

生年月日
1968年４月15日
所有する当社の株式数
40,000株

略歴、当社における地位及び担当
1990年 ６ 月 東洋コンピュータシステム株式会社入社
1998年 ６ 月 同社退職
1998年 ７ 月 東洋インフォネット株式会社（現ＤＩＴマーケティングサービス株式会社）入

社
1999年 ９ 月 同社取締役
2001年11月 同社代表取締役社長（現任）
2013年 ９ 月 当社取締役（現任）

重要な兼職の状況
ＤＩＴマーケティングサービス株式会社代表取締役社長

取締役候補者とした理由
村山憲一郎氏はコンピュータ販売営業の豊富な経験を有し、当社の連結子会社であるＤＩＴ
マーケティングサービス株式会社の代表取締役社長として実績を積み上げており、その経験
と見識が今後も当社経営に必要不可欠なため推薦いたします。

13
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候補者番号 8

　く　ま　

熊
 

 
　さ　か　

坂
 

　
　か　つ　

勝
 

 
み

美
新 任

社 外

独 立

生年月日
1953年２月７日
所有する当社の株式数
－株

略歴、当社における地位及び担当
1974年10月 株式会社データ通信システム（現株式会社ＤＴＳ）入社
1996年 ６ 月 同社取締役
2000年 ６ 月 同社執行役員
2002年 ４ 月 同社常務取締役
2009年 ６ 月 同社専務取締役
2009年 ６ 月 日本ＳＥ株式会社取締役
2009年12月 デジタルテクノロジー株式会社代表取締役社長
2011年11月 DTS America Corporation取締役社長
2012年 １ 月 逓天斯（上海）軟件技術有限公司董事長
2014年 ４ 月 DTS SOFTWARE VIETNAM CO.,LTD.会長
2018年 ６ 月 株式会社ＤＴＳ顧問

社外取締役候補者とした理由等
熊坂勝美氏は、長年にわたり大手IT企業における職務経験があり、また経営者としての経験
と経営全般に対する幅広い見識を有しており、当社の経営全般に助言・指導をいただけると
判断し、社外取締役として推薦いたします。

14
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候補者番号 9

　に　し　

西
 

 
い

井
 

　
　ま　さ　

正
 

 
　あ　き　

昭
再 任

社 外

独 立

生年月日
1949年６月３日
所有する当社の株式数
－株

略歴、当社における地位及び担当
1974年 ４ 月 三井信託銀行株式会社（現三井住友信託銀行株式会社）入社
1994年 １ 月 同社システム企画部次長
1997年 ５ 月 同社岡山支店長
1999年 １ 月 同社本店営業第１部長
2000年 ６ 月 同社神戸支店長
2002年 ２ 月 同社渋谷支店長
2003年 ７ 月 株式会社ＤＴＳ営業本部長
2004年 ６ 月 同社取締役営業本部長
2008年 ６ 月 株式会社FAITEC代表取締役社長
2014年 ３ 月 同社代表取締役退任
2016年 ９ 月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由等
西井正昭氏は、現在、当社の社外取締役であります。同氏は、経営者としての豊富な経験と
幅広い見識を有し、その経験と見識が今後も当社経営に必要不可欠なため社外取締役として
推薦いたします。なお、当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年
であります。

15

取締役選任議案



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2019/08/26 11:38:47 / 19546907_デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社_招集通知（Ｃ）

候補者番号10

　き　た　

北
の

之
　ぼ　う　

防
 

 
 

 
　と　し　

敏
　ひ　ろ　

弘
新 任

社 外

独 立

生年月日
1953年５月31日
所有する当社の株式数
－株

略歴、当社における地位及び担当
1976年 ４ 月 株式会社三和銀行（現株式会社三菱UFJ銀行）入社
1999年 ９ 月 同社システム部副部長
2001年 ４ 月 株式会社ユーフィット（現TIS株式会社）入社　常務執行役員
2002年10月 同社専務取締役
2003年 ４ 月 株式会社ジェーシービー入社
2004年 １ 月 同社システム部長
2009年 ４ 月 同社執行役員システム本部長
2012年 ６ 月 同社常務執行役員システム本部長
2015年 ６ 月 同社特別顧問
2015年 ６ 月 株式会社日本カードネットワーク特別顧問（現任）

社外取締役候補者とした理由等
北之防敏弘氏は、金融機関において数々のシステム開発に携わり、また大規模システム開発
のプロジェクト責任者も数多く経験され、経営のみならず、IT全般に関する幅広い知見を有
しております。当社の経営全般に助言・指導をいただけると判断し、社外取締役として推薦
いたします。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．熊坂勝美氏、西井正昭氏及び北之防敏弘氏は、社外取締役候補者であります。
３．当社は西井正昭氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ております。
４．熊坂勝美氏及び北之防敏弘氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、当社は両氏を独

立役員として同取引所に届け出る予定であります。
５．2019年７月１日付で、当社の連結子会社である東洋インフォネット株式会社は、商号をＤＩＴマーケティングサ

ービス株式会社に変更しております。

16

取締役選任議案



2019/08/26 11:38:47 / 19546907_デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社_招集通知（Ｃ）

第3号議案 補欠監査役１名選任の件
　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役１名の選任をお願いいたしたいと
存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

　い　し　

石
　づ　か　

塚
 

 
 

 
　け　ん　

健
　い　ち　

一
　ろ　う　

郎

生年月日
1968年10月13日
所有する当社の株式数
－株

略歴
2000年 ４ 月 弁護士登録
2010年10月 石塚健一郎法律事務所設立

同法律事務所所長
2012年 ４ 月 杉並区建築審査会専門調査員（現任）
2014年 ４ 月 日本司法支援センター本部訟務室室長（現任）
2014年 ４ 月 練馬区情報公開及び個人情報保護運営審議会委員（現任）
2016年11月 東京リード法律事務所入所　所属弁護士（現任）

重要な兼職の状況
東京リード法律事務所所属弁護士

補欠の社外監査役候補者とした理由等
石塚健一郎氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、弁護士としての専門知識・経験等を
当社の監査体制の強化に活かしていただきたいためです。なお、同氏は過去に会社の経営に
関与した経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役としてその職務を適切に遂行
できるものと判断しております。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．石塚健一郎氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３．石塚健一郎氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が監査役に就任した場合、当社は

同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

以　上

17
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提供書面
事業報告（2018年７月１日から2019年６月30日まで）

1 企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業を取り巻く環境
　当連結会計年度（2018年７月１日～2019年6月30日）における我が国経済は、相次ぐ自然災害や米中貿易摩擦
の激化などの影響もあり、一部に弱さが見られましたが、好調な米国景気と設備投資を中心とした内需に支えられ、
全体としては緩やかな回復基調が続きました。
　当社が属する情報サービス産業においては、DX（Digital Transformation : デジタル変革）の実現を加速する
AI（Artificial Intelligence：人工知能)、IoT（Internet of Things：モノのインターネット）、RPA（Robotic 
Process Automation:ソフトウェアロボットによる業務の自動化・効率化）、FinTech（Financial Technology:
金融サービスと情報技術を結びつけた革新的な動き）等、新分野の本格的な展開に伴って国内企業のIT投資の拡大
局面が続いており、当社グループにとってもビジネス参入機会の増加と事業領域の拡大に繋がっております。
　また、情報漏洩等のサイバーセキュリティ事故が相次いでいることから、情報システム全体の「セキュリティ対
策強化」に対する機運が高まっていることや、我が国全体の課題となっている「働き方改革」には引き続き高い関
心が寄せられており、これらに対して有効なソリューションを有する当社グループの追い風になっております。

② 事業の経過及び成果
　このような環境の下、当社グループでは、中期経営計画として次の「５つの事業戦略」を掲げ、積極的な取り組
みを継続しております。

・リノベーション（既存事業の改革による事業基盤の強化・安定化）
・イノベーション（自社商品を軸とした新しい価値創造）
・競合から協業へ（協業による事業拡大）
・開発からサービスへ（サービス視点での事業拡大）
・人材調達・人材育成（採って育てる）

　2019年６月期は、中期経営計画の初年度として、「事業基盤の安定化」と「成長要素の強化」という２軸の事
業方針を継続し、2021年６月期までの中期経営目標として掲げているトリプル10(*)の達成に向けて、新たなステ
ージで経営を進めてまいりました。その結果、2019年６月期についても、営業利益10億円という目標を計画通り
に達成することができました。

18
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(*)トリプル10
・2017年６月期　売上100億円(達成済み)
・2019年６月期　営業利益10億円（当連結会計年度達成）
・2021年６月期　営業利益率10％

　こうした取り組みの中で、「リノベーション」については、主に金融機関の情報化投資の継続と自動車関連業界
の設備投資の増加に伴い、堅調な伸びを示しました。
　「イノベーション」については、独自技術による自社商品であるWebセキュリティソリューション
「WebARGUS：ウェブアルゴス」(注1)及びExcel業務イノベーションプラットフォーム「xoBlos：ゾブロス」
(注2)の従来から進めている商品力拡充と販売強化の効果により、順調な伸びを示しました。
　また、前期は好調部門が牽引し、不調部門の落ち込みをカバーしていましたが、当連結会計年度は全般的に利益
の改善が図られ、営業利益率が1.8ポイント上昇し、8.9％となりました。

　以上の結果、当連結会計年度における業績は、売上高12,355,774千円（前期比11.5％増）、営業利益1,095,152
千円（同39.0％増）、経常利益1,106,433千円（同39.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は737,962千
円（同38.8％増）となりました。

（注１）Webセキュリティソリューション「WebARGUS（ウェブアルゴス）」は、ウェブサイ卜等の改ざんを発生と同時に検知し、瞬時に元の
正常な状態に復元できる新しい方式のセキュリティソリューションです。改ざんの瞬間検知・瞬間復旧により、悪質な未知のサイバー攻撃
の被害から企業のウェブサイト等を守ると同時に、改ざんされたサイトを通じたウイルス感染などの被害拡大を防ぎます。

（注２）Excel業務イノベーションプラットフォーム「xoBlos（ゾブロス）」は、Excelベースの非効率な業務を自動化します。これにより短期間
で劇的に業務を効率化することができます。（Excel®は、米国Microsoft Corporation の米国及びその他の国における登録商標又は商標
です。）

　次にセグメント別の業績は以下のとおりであります。
　なお、以下の事業別売上高、セグメント利益（営業利益）及びセグメント損失（営業損失）は、セグメント間の
内部取引相殺前の数値であります。

19

当連結会計年度の事業の状況



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2019/08/26 11:38:47 / 19546907_デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社_招集通知（Ｃ）

ソフトウェア開発事業 売上高11,677百万円

94.5%

売上高構成比
11,677

第18期
（2019年６月期）

10,462

第17期
（2018年６月期）

（単位：百万円）売上高

　ビジネスソリューション事業分野は、金融系業務システム開発、運用サポート事業が堅調な伸びを示すとともに、
流通系、公共系システム開発が伸長するなど、既存顧客を中心とした受注が引き続き順調に推移しました。
　エンベデッドソリューション事業分野は、引き続き車載機器関連が順調な伸びを示しており、中でもコネクテッド
カー関連の受注の増加があり、好調な結果となりました。
　自社商品事業分野は、これまでの商品戦略と販売戦略の成果により、順調な伸びとなりました。「WebARGUS」
については、大規模ユーザーへの段階的導入が進むとともに外部サイバーセキュリティ専門会社との協業を進めた結
果、販売機会が広がりました。また、「xoBlos」については、RPAやERP等の各種システムが持つ特定の情報に
「xoBlos」を介して別の視点のデータを加え、データの価値を高める「xoBlosプラスワン構想」を推進し、引合い
が大幅に増えました。
　これらの結果、ソフトウェア開発事業の売上高は11,677,447千円（前期比11.6％増）、セグメント利益は
1,041,831千円（同30.4％増）となりました。

システム販売事業 売上高 681百万円

5.5%

売上高構成比
681

第18期
（2019年６月期）

624

第17期
（2018年６月期）

（単位：百万円）売上高

　カシオ計算機株式会社製中小企業向け経営支援基幹システム「楽一」を主力とする販売ビジネスにおいて、改元に
伴う対応や消費税増税に伴う軽減税率対応などによるシステムの入替え、改修関連の販売が伸びたことにより、売上
高、及びセグメント利益を伸ばすことができました。
　これらの結果、システム販売事業の売上高は681,925千円（前期比9.1％増）、セグメント利益は53,255千円（前
期はセグメント損失10,650千円）となりました。
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　③ 設備投資の状況
当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は、31,974千円であります。
その主なものは、仙台事務所の移転、大阪事務所の新設等29,981千円及び事務機器の更改等1,992千円でありま
す。

④ 資金調達の状況
該当事項はありません。
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(2) 直前3事業年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

10,273
9,341

11,076

第16期
（2017年６月期）

第15期
（2016年６月期）

第17期
（2018年６月期）

第18期
（2019年６月期）

12,355

（単位：百万円）売上高

641
553

790

第16期
（2017年６月期）

第15期
（2016年６月期）

第17期
（2018年６月期）

第18期
（2019年６月期）

1,106

（単位：百万円）経常利益

466
351

531

737

第16期
（2017年６月期）

第15期
（2016年６月期）

第17期
（2018年６月期）

第18期
（2019年６月期）

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

3,713
3,225

2,4142,414
1,9571,957

4,083

2,621

4,655

2,947

第16期
（2017年６月期）

第15期
（2016年６月期）

第17期
（2018年６月期）

第18期
（2019年６月期）

（単位：百万円）総資産/純資産

30.33
23.80

第16期
（2017年６月期）

第15期
（2016年６月期）

34.57

第17期
（2018年６月期）

48.07

第18期
（2019年６月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益

155.78
129.84

170.68
193.31

第16期
（2017年６月期）

第15期
（2016年６月期）

第17期
（2018年６月期）

第18期
（2019年６月期）

（単位：円）1株当たり純資産額

区　分 第15期
(2016年６月期)

第16期
(2017年６月期)

第17期
(2018年６月期)

第18期
(当連結会計年度)
(2019年６月期)

売上高 (千円) 9,341,956 10,273,464 11,076,924 12,355,774
経常利益 (千円) 553,020 641,359 790,887 1,106,433
親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) 351,334 466,279 531,701 737,962
1株当たり当期純利益 (円) 23.80 30.33 34.57 48.07
総資産 (千円) 3,225,949 3,713,897 4,083,210 4,655,384
純資産 (千円) 1,957,354 2,414,823 2,621,910 2,947,708
1株当たり純資産額 (円) 129.84 155.78 170.68 193.31

（注）１．当社は、2016年10月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。また、2018年４月１日付で普通株式１株につき２
株の割合で株式分割を行っております。第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり当期純利益」及び「１株当たり純
資産額」を算定しております。
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２．当社は「株式給付制度（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を導入しております。信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有す
る当社株式については、株主資本において自己株式として計上されており、第18期以降の「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純
利益」の算定上、期末発行済株式数及び期中平均発行済株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。

３．「１株当たり当期純利益」は期中平均発行済株式数により算出し、銭未満は四捨五入して表示しております。
４．「１株当たり純資産額」は期末発行済株式数により算出し、銭未満は四捨五入して表示しております。

② 当社の財産及び損益の状況

区　分 第15期
(2016年６月期)

第16期
(2017年６月期)

第17期
(2018年６月期)

第18期
(当事業年度)
(2019年６月期)

売上高 (千円) 8,651,987 9,671,367 10,488,637 11,696,559
経常利益 (千円) 470,063 622,093 793,970 1,058,043
当期純利益 (千円) 294,807 452,106 539,853 705,539
1株当たり当期純利益 (円) 19.97 29.41 35.10 45.96
総資産 (千円) 2,811,742 3,371,436 3,750,259 4,274,584
純資産 (千円) 1,775,787 2,173,226 2,388,658 2,682,336
1株当たり純資産額 (円) 117.79 140.20 155.50 175.91

（注）１．当社は、2016年10月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。また、2018年４月１日付で普通株式１株につき２
株の割合で株式分割を行っております。第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり当期純利益」及び「１株当たり純
資産額」を算定しております。

２．当社は「株式給付制度（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を導入しております。信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有す
る当社株式については、株主資本において自己株式として計上されており、第18期以降の「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純
利益」の算定上、期末発行済株式数及び期中平均発行済株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。

３．「１株当たり当期純利益」は期中平均発行済株式数により算出し、銭未満は四捨五入して表示しております。
４．「１株当たり純資産額」は期末発行済株式数により算出し、銭未満は四捨五入して表示しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会社名 資本金
(千円)

当社の議決権比率
（％） 主要な事業内容

東洋インフォネット株式会社 10,000 100.0 システム販売事業

DIT America,LLC. 4,125 100.0 ソフトウェア検証サービス
事業

（注）１．特定完全子会社に該当する子会社はありません。
２．2019年７月１日付で、当社の連結子会社である東洋インフォネット株式会社は、商号をＤＩＴマーケティングサービス株式会社に

変更しております。
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(4) 対処すべき課題
　当社は経営の安定化と成長性を目指すために、次の課題について継続的に対処してまいります。

❶ 収益力の強化について
　付加価値の追求と変化対応への幅広い取り組みにより、現業の業容拡大を図ってまいります。また、市場ニ
ーズに対応した商品を継続的に開発販売することにより、技術者数に依存しない新たな高収益モデルを確立し
てまいります。

❷ 人材の確保と育成について
　当社の継続的な発展を実現するためには、優秀な人材の確保が必要であると認識しております。しかしなが
ら少子化が進む中、首都圏では新卒、即戦力である中途採用及び協力会社からの技術者確保が厳しくなってお
ります。
　このような状況の中、当社は地方拠点（松山市、仙台市）の活用により、地元志向の優秀な人材を採用・育
成し、あらゆる仕事に対応するIT多目的センターを構築しております。この地方モデルを他地域に展開するこ
とを検討してまいります。
　また、当社は社員満足度向上への取り組みを進めて社員の定着に努めてまいります。併せて、協力会社との
紐帯強化により、優秀な外注要員の安定的な調達も図ってまいります。

❸ 価格競争への対応について
　顧客のコスト競争力の追求は依然として続いており、国内市場の競争は厳しさを増しております。当社は、
顧客の求めるQCD（注１）を提供することで、顧客満足度を上げる取り組みを行っております。その中で、
技術者の付加価値を向上させ、顧客にとって無くてはならない立ち位置を築き、価格競争に巻き込まれない対
応を図ってまいります。
　一方、地方拠点を活用した「高度ニアショア開発」（注２）により、低価格競争への対応も図ってまいりま
す。

（注１）顧客の求めるQCDとは、高品質（Quality）、低価格（Cost）、短納期（Delivery）を意味します。
（注２）「高度ニアショア開発」とは、国内の地方拠点において、付加価値の高い技術者集団によって行うコストパフォーマンスの高い開発方

式です。
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❹ 内部管理体制の強化について
　継続的な成長を続けることができる企業体質の確立に向けて、リスク管理や業務運営効率化のための内部管
理体制の強化が重要な課題であると認識しております。業容の拡大に合わせ、内部統制システムの適切な運用
と整備を推進し、経営の公正性・透明性を確保するため、継続的に体制強化に取り組んでまいります。

❺ プロジェクトマネジメントの強化について
　不採算案件抑制の取り組みとして、一定規模以上の案件を対象に、開発プロセスの重要なフェーズごとにプ
ロジェクトレビューを実施する「プロジェクトリスク委員会」を設置運営し、リスクの早期発見、不採算案件
の抑制及び継続的な品質向上に努めてまいります。

❻ 景気動向に影響されない収益基盤の確立について
　ソフトウェア開発事業においては、主な顧客と定期的な情報交換を行うことで、安定的な仕事の確保を行
い、景気動向に左右されにくい収益基盤の構築を図ってまいります。
　また、景気の変動を受けにくい運用サポート事業や維持保守業務（注３）の領域に注力し、業務知識の深耕
と顧客に寄り添った行動を進め、顧客の信頼を獲得することで事業の拡大を図ってまいります。

（注３）維持保守業務とは、開発後にシステムを安定稼働させるため継続的に障害対応や機能改善を行う業務です。
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(5) 主要な事業内容（2019年６月30日現在）

事業セグメント 事業内容

ソフトウェア
開発事業

ビジネスソリューション事業

①金融業・通信業・流通業・運輸業等向けソフトウェアの受託開発
及びシステムインテグレーション、ソフトウェア維持保守

②システム運用及び保守、ユーザー業務サポート、システム基盤設
計・構築及び保守

エンベデッドソリューション事業
①車載機器、モバイル機器、情報家電及び通信機器等の組込みソフ

トウェア受託開発
②組込み製品品質の検証業務

自社商品事業

①Webセキュリティソリューション「WebARGUS（ウェブアルゴ
ス）」の開発と販売

②Excel業務イノベーションプラットフォーム「xoBlos（ゾブロ
ス）」の開発と販売

システム販売事業 当社及び子会社の東洋インフォネット株式会社が主に、カシオ計算
機株式会社製中小企業向け経営支援基幹システム「楽一」を販売

(注)2019年７月１日付で、当社の連結子会社である東洋インフォネット株式会社は、商号をＤＩＴマーケティングサービス株式会社に変更して
おります。

(6) 主要な事業所（2019年６月30日現在）

① 当社
名　称 所在地

本社 東京都中央区
川崎事業所 川崎市川崎区
大阪事業所 大阪市西区
愛媛事業所 愛媛県松山市
仙台事業所 仙台市宮城野区
芦名荘（研修センター） 神奈川県横須賀市

② 子会社
会社名 所在地

東洋インフォネット株式会社
本社・東京営業所（東京都豊島区）
横浜営業所（横浜市西区）　　　幕張営業所（千葉市美浜区）
千葉南営業所（千葉県君津市）　高崎営業所（群馬県高崎市）

DIT America,LLC. アメリカ　カンザス州　ミシガン州
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（注）2019年７月１日付で、当社の連結子会社である東洋インフォネット株式会社は、商号をＤＩＴマーケティングサービス株式会社に変更して
おります。

(7) 使用人の状況（2019年６月30日現在）

① 企業集団の使用人の状況
事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減

ソフトウェア開発事業 870名（48名） 23名増（4名増）
システム販売事業 41名（ 2名） 3名増（1名減）
全社（共通） 40名（ 8名） 4名増（1名減）

合　　計 951名（58名） 30名増（2名増）
（注）１．使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を含む。）であり、契約社員、嘱託社員及びパート社員は（　）内に外数

で記載しております。
２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業分野に区分できない管理部門に所属しているものであります。

② 当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
940名 32名増 38.0歳 8.6年

（注）使用人数には、役員を除き、契約社員、嘱託社員、パート社員及び2019年６月30日付退職社員を含みます。

(8) 主要な借入先の状況（2019年６月30日現在）

該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2 株式の状況（2019年６月30日現在）

(1) 発行可能株式総数 24,800,000株
(2) 発行済株式の総数 15,501,820株（自己株式140,592株を含む）
(3) 株主数 2,865名
(4) 大株主の状況（上位10名）

株主名 持株数 持株比率
市川　憲和 2,569,320株 16.73％

ＮＩインベストメント株式会社 2,000,000株 13.02％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,256,500株 8.18％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,095,400株 7.13％

市川　聡 1,063,000株 6.92％

野村信託銀行株式会社（投信口） 535,700株 3.49％

ＤＩＴ社員持株会 489,540株 3.19％
B N P  P A R I B A S  S E C U R I T I E S  S E R V I C E S  
LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEMBOURG FUNDS/UCITS 
ASSETS

440,000株 2.86％

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 200,000株 1.30％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 170,200株 1.11％
（注）持株比率は自己株式（140,592株）を控除して計算しております。なお、自己株式には、株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)に残存する当社株式

（112,800株）は含めておりません。

(5) その他株式に関する重要な事項
株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)について

当社は、2019年５月15日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、
経済的な効果を株主の皆さまと共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、
従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」を導入しておりま
す。

①取引の概要
本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社及び当社グループ会社の

従業員に対し当社株式を給付する仕組みです。当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付
与し、一定の条件により受給権の取得をしたときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従
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業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分
別管理するものとします。

②信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末209,582千円、112,800株
であります。

29
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3 新株予約権等の状況
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
　該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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4 会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2019年６月30日現在）

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役会長 市　川　憲　和 東洋インフォネット株式会社取締役会長

代表取締役社長 市　川　　　聡

取締役副社長 井　上　幸　一

取締役 新　堀　昭　弘 執行役員管理本部長兼管理本部パートナー推進部長

取締役 望　月　　　研 執行役員経営企画本部長兼経営企画本部ＩＲ・マーケティング部長

取締役 橋　本　達　也 執行役員経営企画本部副本部長

取締役 村　山　憲一郎 東洋インフォネット株式会社代表取締役社長

取締役 竹　内　　　誠

取締役 西　井　正　昭

常勤監査役 中　島　久　幸

監査役 鈴　木　清　明 鈴木清明法律事務所所長

監査役 長　坂　賛　平 税理士法人長坂会計事務所代表社員
（注）１．取締役竹内誠氏及び西井正昭氏は社外取締役であります。

２．監査役鈴木清明氏及び長坂賛平氏は社外監査役であります。
社外監査役鈴木清明氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律に関する相当程度の知見を有するものであります。
社外監査役長坂賛平氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

３．当社は、竹内誠氏、西井正昭氏、鈴木清明氏及び長坂賛平氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出
ております。

４．2019年７月１日付で、当社の連結子会社である東洋インフォネット株式会社は、商号をＤＩＴマーケティングサービス株式会社に変更
しております。

５．事業年度末日後に生じた役員の会社における地位及び担当の変更は次のとおりであります。

31
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氏　名 変更前の地位及び担当 変更後の地位及び担当 異動年月日

新　堀　昭　弘 取締役執行役員管理本部長兼
管理本部パートナー推進部長 取締役執行役員デジタルトランスフォーメーション本部長 2019年７月１日

望　月　　　研 取締役執行役員経営企画本部長兼
経営企画本部ＩＲ・マーケティング部長

取締役執行役員経営企画本部長兼
経営企画本部営業統括部長 2019年７月１日

(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額
区　分 支給人員 支給額

取締役（うち社外取締役） ９名（２名） 103,200千円（5,400千円）

監査役（うち社外監査役） ３名（２名） 10,800千円（4,800千円）
（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記のほか、使用人兼務取締役の使用人分給与（賞与を含む）として、43,239千円を支給しております。
３．取締役の報酬限度額は、2007年９月26日開催の第６回定時株主総会において年額180,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まな

い。）と決議いただいております。
４．監査役の報酬限度額は、2007年９月26日開催の第６回定時株主総会において、年額36,000千円以内と決議いただいております。
５．取締役の支給人員は、無報酬の取締役１名を除いております。
６．取締役の支給人員及び支給額には、2018年９月27日開催の第17回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名の在任中の報酬

等の額が含まれております。
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5 社外役員に関する事項
(1) 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役竹内誠氏は、他の法人等との兼職はありません。
・取締役西井正昭氏は、他の法人等との兼職はありません。
・監査役鈴木清明氏は、鈴木清明法律事務所所長であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありませ

ん。
・監査役長坂賛平氏は、税理士法人長坂会計事務所代表社員であります。当社と兼職先との間には特別の関係

はありません。

(2) 当事業年度における主な活動状況
地位及び氏名 出席状況及び発言状況

取締役　竹内　誠
当事業年度に開催された取締役会16回全てに出席いたしました。同氏は上場会社の取締役経
験者としての経験と知識から、取締役会において、意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の助言・提言を行っております。

取締役　西井正昭
当事業年度に開催された取締役会16回全てに出席いたしました。同氏は経営者としての豊富
な経験と幅広い見識から、取締役会において、意思決定の妥当性・適正性を確保するための助
言・提言を行っております。

監査役　鈴木清明
当事業年度に開催された取締役会16回、監査役会14回各々全てに出席いたしました。同氏は
法律の専門家としての経験と知識から取締役会及び監査役会において、適宜必要な発言を行っ
ております。

監査役　長坂賛平
当事業年度に開催された取締役会16回、監査役会14回各々全てに出席いたしました。同氏は
税務及び会計の専門家としての経験と知識から取締役会及び監査役会において、適宜必要な発
言を行っております。
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6 会計監査人の状況
(1) 名称 有限責任監査法人トーマツ
(2) 報酬等の額

区　分 報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27,000千円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27,000千円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら

ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 監査報酬に同意した理由
　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出の根拠などが適切で
あるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行
っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員
の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され
る株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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7 業務の適正を確保するための体制
　当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びにその他業務の適正を確保
するための体制（内部統制システム）について、取締役会において決議しております。
　その内容は、以下のとおりであります。

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社の行動指針である「ＤＩＴグループ行動規範・行動指針」を制定し、「取締役会規則」とともに取締役にそ
の実践を促します。また、監査役は「監査役会規則」及び「監査役監査基準」に則り、取締役の職務の執行が法令
等に適合することを確保するための監査をします。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、取締役の業務執行に係る情報について、法令及び「取締役会規則」、「文書管理規程」、「情報管理基
本規程」、その他の社内規程に則り、適切に保存及び管理を行います。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、「リスク管理規程」を定め、事業活動に伴う重要リスクへの対応計画を整備することにより、リスクの
発生予防と発生した場合の影響を最小化することに努めます。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、「取締役会」を原則として月１回開催し、経営上の重要事項の方針決定及び業務執行状況の監督を行い
ます。また、取締役の職務を効率的に執行するための執行役員制度を導入し、職務権限を適切に委譲します。
　なお、社内規程により、職務権限、業務分掌等を定め、効率的な職務執行を確保するための分権をします。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社の行動指針である「ＤＩＴグループ行動規範・行動指針」を制定し、使用人にその実践を促します。また、
使用人の職務の執行が法令等に適合することを確保するための内部監査体制を整えます。

⑥ 当社並びに当社の子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　「ＤＩＴグループ行動規範・行動指針」及び「関係会社管理規程」を制定し、子会社の取締役にその実践を促し
ます。
　また、当社の内部監査室が子会社の内部監査を行い、子会社の業務の適正性を継続的にモニタリングします。
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⑦ 当社の子会社の取締役の職務の執行に係る当社への報告に関する体制
　当社の「関係会社管理規程」及び「決裁権限規程」に基づき、特定の事項については、子会社の決議の前に当社
に承認を求め、又は報告することを義務付けるとともに、一定の基準を満たす事項については当社の取締役会決議
事項とします。

⑧ 当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社の「リスク管理規程」に基づき、子会社のさまざまなリスクに対して、リスク管理委員会を通じて、適切な
対応を行います。

⑨ 当社の子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　子会社の職務の執行は、子会社が制定する規程類に基づき行いますが、特定の事項については、当社の「関係会
社管理規程」に従うものとします。

⑩ 当社の子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社の子会社の取締役及び使用人に対し、「ＤＩＴグループ行動規範・行動指針」に基づき行動することを指導
し、その実践を促します。

⑪ 監査役の職務を補助すべき使用人及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の職務を補助すべき使用人を内部監査室付とし、人事考課や異動、懲戒に関しては、監査役の同意を必要
とする体制とします。

⑫ 監査役の職務を補助すべき使用人への指示の実効性の確保に関する事項
　監査役から監査の実施に必要な指示を受けた使用人は、その業務の執行中は取締役からの指揮命令を受けないも
のとします。

⑬ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
　監査役は、「取締役会」、その他の重要な会議に出席し、取締役並びに使用人からその職務執行状況を聴取し、
関係資料を閲覧することができます。
　また、内部通報制度等の情報を適宜通知するとともに、内部統制システムに係る評価の進捗状況等の情報を提供
します。

⑭ 子会社の取締役又は取締役から報告を受けた者が監査役に報告するための体制
　当社の監査役は、子会社への往査に際し、子会社の取締役並びに使用人から報告を受け、意見を聴取することが
できます。
　また、子会社の取締役並びに使用人から報告を受けた者は、監査役に直接報告できるものとします。
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⑮ 監査役に報告した者が、当該報告をしたことを理由に、不利な扱いを受けないことを確保するための体制
　当社の「内部通報規程」に基づき、通報者の保護を定めており、いかなる不利な扱いも行いません。
　また、通報者に対し不利な扱いや嫌がらせを行った場合は、当該行為者に対し就業規則に従って処分を科します。

⑯ 監査役の職務の執行に伴い生ずる費用の前払又は償還など、費用又は債務の処理に係る方針
　監査計画において見込まれる費用については予め予算化し、突発的な費用については、前払又は償還できること
とします。

⑰ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　内部監査室は、監査役との間で、各事業年度の内部監査計画の策定、内部監査結果等につき、密接な情報交換及
び連携を図ります。

※使用人とは執行役員及び従業員を指します。

8 内部統制システムの運用状況の概要
財務報告の有効性に関する評価並びに各事業部門における業務処理統制の状況については、内部監査室が計画的に

実施する業務処理統制監査において検証を行い、法令遵守の状況については、常勤監査役と内部監査室が連携して計
画的あるいは随時に実施する内部監査活動において検証しており、各々の検証結果については内部監査報告書として
代表取締役及び全監査役に対し、報告を行っております。

また、常勤監査役は、経営に重大な影響を及ぼすリスクについて業務執行を行う取締役が適切に対応しているか確
認検証しており、その検証結果は監査役会において情報共有し、必要に応じて代表取締役に意見交換会を通じて報告
を行っております。

なお、当社は全社的なリスク管理を推進することを目的とした「リスク管理委員会」を設置し、定期的にリスクの
評価を行うと共にリスクの発生有無を確認しております。また、個人情報保護・機密情報管理、コンプライアンス、
コーポレートガバナンスについて、すべての役職員に周知徹底を図っております。
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連結計算書類

連結貸借対照表 （単位：千円）

科目 第18期
2019年６月30日現在 科目 第18期

2019年６月30日現在

資産の部 負債の部
流動資産

現金及び預金
受取手形及び売掛金
商品
仕掛品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物及び構築物
工具、器具及び備品
リース資産
減価償却累計額
土地

無形固定資産
ソフトウエア
その他

投資その他の資産
投資有価証券
敷金保証金
保険積立金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

3,933,499
1,840,790
1,892,757

22,787
117,427
59,950
△214

721,885
132,396

66,968
20,600
57,714

△74,904
62,018
10,755

9,416
1,338

578,733
92,144

144,258
253,276
76,752
45,345

△33,044

流動負債 1,601,710

買掛金 393,353

未払金 326,844

未払費用 210,281

未払法人税等 195,102

未払消費税等 187,748

その他 288,380

固定負債 105,966

長期未払金 63,089

繰延税金負債 593

その他 42,282

負債合計 1,707,676

純資産の部

株主資本 2,938,864

資本金 453,156

資本剰余金 459,214

利益剰余金 2,373,497

自己株式 △347,003

その他の包括利益累計額 8,844

その他有価証券評価差額金 6,733

為替換算調整勘定 2,110

純資産合計 2,947,708
資産合計 4,655,384 負債純資産合計 4,655,384

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書 （単位：千円）

科目
第18期

2018年７月１日から
2019年６月30日まで

売上高 12,355,774
売上原価 9,405,856
売上総利益 2,949,917
販売費及び一般管理費 1,854,767
営業利益 1,095,152
営業外収益 17,382

受取利息及び配当金 571
助成金収入 4,331
受取保険金 8,000
受取手数料 4,177
その他 302

営業外費用 6,102
支払利息 386
支払手数料 1,130
為替差損 938
移転関連費用 3,405
その他 240

経常利益 1,106,433
特別損失 68,270
　投資有価証券評価損 68,270
税金等調整前当期純利益 1,038,162

法人税、住民税及び事業税 286,556
法人税等調整額 13,643

当期純利益 737,962
親会社株主に帰属する当期純利益 737,962

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類

貸借対照表 （単位：千円）

科目 第18期
2019年６月30日現在 科目 第18期

2019年６月30日現在

資産の部 負債の部
流動資産

現金及び預金
売掛金
商品
仕掛品
前払費用
未収入金
その他

固定資産
有形固定資産

建物
工具､器具及び備品
リース資産
減価償却累計額
土地

無形固定資産
ソフトウエア
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
敷金保証金
保険積立金
会員権
繰延税金資産
長期前払費用
貸倒引当金

3,570,882
1,534,816
1,857,963

1,149
124,217
32,051
17,948
2,735

703,701
104,737

45,539
16,464
54,399

△57,915
46,250
10,273

9,204
1,069

588,690
92,144
34,183
33,044

134,608
241,905

9,266
73,663
2,918

△33,044

流動負債 1,494,526
買掛金 381,573
未払金 307,230
未払費用 201,954
未払法人税等 181,730
未払消費税等 179,025
従業員預り金 155,594
前受収益 72,417
未払配当金 3,669
その他 11,331

固定負債 97,721
長期未払金 63,089
その他 34,631

負債合計 1,592,248
純資産の部
株主資本 2,675,602

資本金 453,156
資本剰余金 459,214

資本準備金 459,214
利益剰余金 2,110,236

利益準備金 7,571
その他利益剰余金 2,102,665

別途積立金 2,000
繰越利益剰余金 2,100,665

自己株式 △347,003
評価・換算差額等 6,733

その他有価証券評価差額金 6,733
純資産合計 2,682,336

資産合計 4,274,584 負債純資産合計 4,274,584
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

40

貸借対照表



2019/08/26 11:38:47 / 19546907_デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社_招集通知（Ｃ）

損益計算書 （単位：千円）

科目
第18期

2018年７月１日から
2019年６月30日まで

売上高 11,696,559
売上原価 9,084,790
売上総利益 2,611,769
販売費及び一般管理費 1,562,758
営業利益 1,049,010
営業外収益 14,638

受取利息及び配当金 638
助成金収入 4,331
受取保険料 8,000
受取手数料 1,430
その他 236

営業外費用 5,605
災害義援金 1,000
為替差損 858
移転関連費用 3,405
その他 341

経常利益 1,058,043
特別損失 68,270

有価証券評価損 68,270
税引前当期純利益 989,773

法人税、住民税及び事業税 269,292
法人税等調整額 14,940

当期純利益 705,539
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告

連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年８月８日

デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 遠 藤 康 彦 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 山 太 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社の2018年７月
１日から2019年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結
計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施するこ
とを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、デジタル・イン
フォメーション・テクノロジー株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をす
べての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年８月８日

デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 遠 藤 康 彦 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 山 太 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社の2018
年７月１日から2019年６月30日までの第18期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年７月１日から2019年６月30日までの第18期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役と協議し

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及

び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門、その他

の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役

及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要

な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款

に適合することを確保するための体制その他株式会社及び子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし

て会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明いたしました。取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えまし

た。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。

　さらに会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ

とを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日

企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属

明細書、並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた

しました。
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２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

一．事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

二．取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

三．内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の

記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年８月22日

デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社　監査役会

常勤監査役 中 島 久 幸 ㊞
社外監査役 鈴 木 清 明 ㊞
社外監査役 長 坂 賛 平 ㊞

以　上
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自社プロダクトのご紹介
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定時株主総会会場ご案内図

会場
鉄鋼会館　８階　801会議室
東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号　TEL：0120－404－855

交通

地下鉄（東京メトロ） 東西線、日比谷線【茅場町駅】より　徒歩５分
日比谷線【八丁堀駅】より　徒歩５分

東西線ご利用の場合は茅場町駅下車、12番出口（日本橋消防署方面）、
日比谷線茅場町駅下車の場合は２番出口（八丁堀方面）、
日比谷線八丁堀駅下車の場合はＡ５番出口（八丁堀交差点方面）をご利用ください。

Ｎ

Tomod's

東 京 駅
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首都高速

平成通り
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※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図




